
住宅取得等資金の贈与に
「相続時精算課税選択の特例」を活用

個人から現金や不動産などの財産の贈与を受けた場合、通常は贈与税がかかります。
2023年12月31日までの間に、父母または祖父母から住宅取得等資金の贈与を受けた場合、一定の額ま
で非課税になる「住宅取得等資金の贈与税非課税制度」があります。住宅の契約年により非課税の金額が
異なりますが、2023年12月までに質の高い住宅 (※1)を取得した場合、非課税金額は1000万円 (※2)です。
また、親世代から子世代への贈与をスムーズにする目的で作られたのが、相続時精算課税制度です。これ
は原則として60歳以上の父母または祖父母から、20歳以上の推定相続人である子または孫に対し、財産
を贈与した場合において選択できる贈与税の制度です。
父母まはた祖父母から住宅取得等資金の贈与を受けた場合に限り、贈与者の年齢が60歳未満であっても
相続時精算課税を選択することができます。これを「相続時精算課税選択の特例」と言います。この制度は、
贈与を受けた額の2500万円までが非課税となります。
「住宅取得等資金の贈与税非課税制度」と「相続時精算課税選択の特例」を組み合わせることで、最大で
4000万円 (※3)が非課税で贈与可能になります。

(※1) 質の高い住宅とは省エネルギー性の高い住宅、耐震性の高い住宅、バリアフリー性の高い住宅のことを指します。
(※2) 契約年ごとの非課税金額は、住宅展示場にてご用意している「住宅取得等資金の贈与税非課税制度」パネルをご覧ください。
(※3) 細かい条件等は国税庁のホームページや税理士へご確認ください。

(※1) ただし40㎡～50㎡未満の住宅の場合は年収1000万円以下。

※各種制度･税制などの掲載内容は制度運用中でも変わる場合があります。　※制度を利用される前には、税理士などの専門家へご相談ください。
※「相続時精算課税選択の特例」は住宅取得等資金に限られ、一般の相続時精算課税制度とは異なります。

住宅取得等資金の
贈与税非課税枠

最大 
3500万円

相続時精算課税選択の特例
2500万円＋例 ＝

適用対象者 ・贈与者は父母または祖父母
・受贈者は贈与者の推定相続人である18歳以上の子または18歳以上の孫

限度額と要件 限度額は一生を通じて2500万円。限度額を超える部分に一律20%の税率を乗じて計算。
贈与を受けた年の翌年の3月15日までに住宅の引き渡しを受け、居住する。

相続発生時の
精算

生前贈与分を相続税評価額に加算して相続税を計算。その場合、贈与時の価額で合
算。相続税の基礎控除内であれば、贈与時に支払った贈与税は還付。基礎控除以外
となった場合には、相続税額から贈与税額を差し引くことができる。

適用対象財産 住宅取得等資金に限られる。取得する住宅の広さは40㎡以上(※1)が要件。

① 一般の相続時精算課税制度とは異なり、父母または祖父母の年齢制限がなくなります。
② 住宅の新築だけではなく、敷地の資金も対象になります。

「相続時精算課税選択の特例」のメリット

① 贈与財産は住宅取得等資金に限られます。

「相続時精算課税選択の特例」のデメリット

(※2) (※3)

住宅取得等資金の贈与税非課税制度
期限までの間に、子どもや孫が父母、祖父母等から住宅取得等資金
の贈与により住宅を取得した時、一定の条件を満たせば限度額まで非
課税になるという制度です。この制度は、贈与税の基礎控除や、相続
時精算課税制度と組み合わせて使うことも可能です。

次の要件を満たす受贈者が非課税の特例の対象となります。

・贈与者は受贈者の直系尊属であること。
・贈与を受けた年の1月1日において、20歳以上であること。
・贈与を受けた年の年分の所得税に係る合計所得金額が2,000万円以下であること。
・これまでに「住宅取得等資金の非課税」の適用を受けたことがないこと。
・自己の配偶者、親族などの一定の特別の関係がある人から住宅用の家屋の取得をしたものではないこと。
・贈与を受けた年の翌年3月15日までに住宅取得等資金の全額を充てて住宅用の家屋の新築等をし、
  居住すること。

「質の高い住宅」を取得する場合は、一般住宅に比べ、
より多くの贈与非課税枠を利用できる（最大1000万円）

Point 1

成人年齢の引き下げに伴い、2022年4月1日から
受贈者の年齢は18歳から可能に

Point 2

贈与の基礎控除や相続時精算課税制度との併用が可能Point 3
※住宅取得等資金の贈与を受けた場合、一定要件を満たすことで
　贈与者が60歳未満であっても相続時精算課税制度の選択が可能です。

2023年12月31日期 限
住宅の種類 非課税限度額

耐震･省エネまたはバリアフリー住宅 1000万円
その他の住宅 500万円

受贈者の要件

・対象となる住宅用の家屋は日本国内にあるものに限られる。
・新築家屋の登記簿上の床面積が40㎡以上240㎡以下で、かつ、
  その家屋の床面積の2分の1以上に相当する部分が受贈者の居住用であること。

適用対象財産

※詳しくは税理士などの専門家へご相談ください。

住宅ローン減税拡充措置
住宅ローン減税制度は、住宅ローンを借入れて住宅を取得する場合
に、取得者の金利負担の軽減を図るための制度です。毎年末の住宅
ローン残高又は住宅の取得対価のうちいずれか少ない方の金額の
0.7%が13年間に渡り所得税の額から控除されます。所得税から控
除しきれない場合には、住民税からも一部控除されます。

毎年の住宅ローン残高の0.7%を13年間、所得税から控除Point 1

新築住宅の床面積要件が50㎡から40㎡へと緩和Point 2

2050年カーボンニュートラルを目指すために、
認定住宅等の省エネ性の条件により優遇措置が細かく設定

Point 3

2025年12月31日期 限

※細かい諸条件については各ハウスメーカーへお問合せください。

※2023年までに建築確認をした住宅が対象で、年間の所得が1000万円以下の方に限ります。

※住宅ローン控除を利用できるのは年収が2000万円以下の方に限ります。

税制改正大綱

認定住宅等

2025年12月末まで

2022・2023年

2022・2023年

2024・2025年

2022・2023年

2024・2025年

2022・2023年

2024・2025年

2024・2025年

―

2022・2023年

2024・2025年

新築住宅

0.7%

居住年

居住年

新築住宅

借入限度額

5000万円

4500万円

4500万円

3500万円

4000万円

3000万円

控除率

控除期間

認定住宅

ZEH 水準省エネ住宅

省エネ基準適合住宅

13年間

ローン限度額

認定住宅等 それ以外

13年間

10年間

3000万円

2000万円

4000万～5000万円

3000万～4500万円


